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4.6　スリランカ
4.6.1　スリランカの概要
4.6.1.1　紛争発生まで
スリランカ 1 の人口は約 2036 万人 2，その内シンハラ民族 74.9％，タミル民
族 15.2％（スリランカ・タミル 3 11.1％，インド・タミル 4 4.1％），ムーア 5 9.3％，
マレー 0.32%，バーガー（Burgher）6 0.27%等となっている。スリランカ・タ
ミルは反タミル暴動が激化した 1983 年以降，その 23 － 30％が国外に避難し，
10 万人以上がインドのタミル・ナドゥ州に，その他の諸国に，80 － 100 万人
が移住したと推測される 7。宗教については，仏教徒 70.1%（大部分はシンハ
ラ民族），ヒンズー教徒 12.6%（大部分はタミル），キリスト教徒 7.6%（シン
ハラおよびタミル），イスラム教徒 9.7%（スリランカ・ムーアおよびマレー）
であり 8，シンハラの 77％は仏教徒，タミルの 80％はヒンズー教徒である 9。
言語については，シンハラ民族はシンハラ語，タミル民族はタミル語を使用し，
北部州では住民の 97％，東部州では 75％がタミル語を使用する 10。
タミル，シンハラの両民族は 2000 年にわたり共存してきた 11。植民地化以
前には短期間を除き，ジャフナを中心に北東部にタミル王国が存在し 12，南部
には 2つのシンハラ王国（Kotte and Kandy）が存在していた 13。タミルによ
れば，タミル王国は 1833 年英国によって征服されるまでシンハラ王国とは別
個の実体であったにもかかわらず，英国は王国の多様な人民の歴史，伝統およ
び熱望を無視して単一の植民地とした 14。
セイロンとしての独立に先立って制定された 1948 年憲法 15 は，少数者保護
条項を定め，同項に反する法律を無効と規定することにより，民族に基づく差
別に関する法制定を厳しく禁止した。また議会制度は二院制とし，上院は少数
者に対する差別的立法を監視する役割を担った 16。独立後，政権は多数民族シ
ンハラが掌握し，シンハラ優遇策を実施した。タミルおよびその使用言語であ
るタミル語の国内法上の地位に関する 3つの法，セイロン市民権法（Ceylon 
Citizenship Act No. 18, 1948），インドおよびパキスタン市民権法（Indian-
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Pakistani Citizenship Act No.3, 1949），国会選挙修正法（Parliamentary 
Elections Amendment Act No. 48, 1949）および公用語法（Official Language 
Act No. 33, 1956/ シンハラ・オンリー法）を相次いで制定した。市民権法によ
り 100 万人以上のインド・タミルの国籍および選挙権がはく奪され，公用語
法によりタミルは公的機関，教育機関等において差別的地位に置かれた 17。1970
年には大学入試標準化（standardzation）政策により，シンハラ受験者に有利
な入試制度が実施された 18。1972 年憲法（スリランカ民主社会主義共和国憲
法 / 第一次共和国憲法）19 は上院を廃止して一院制 (National State Assembly/ 
国民議会 )とし，少数派保護条項を削除した。
植民地時代，北部州のタミルの多くは高等教育を受け，専門的職業に就くも
のが多く 20，植民地統治機関において中級以下の行政職に多く採用された 21。
1960 年代後期まで，公的機関におけるタミル職員の割合はシンハラ職員より
も高かった 22。しかし公的機関ではシンハラ化が進み，中央政府におけるタミ
ル職員の割合は低下し，警察官の多く，政府軍兵士の 100％をシンハラが占め
るようになった 23。
スリランカ・タミルが古くから生活基盤としていたのは北部および東部であ
り，タミルはこの地域をホームランド（homeland）と呼んだ。1930 年代にな
り，スリランカ南部に居住していたシンハラの同地域への移住が始まり，1950
年代後半には政府主導で移住が促進された 24。その結果，ことに東部州ではシ
ンハラ人口が増加し，タミル人口の割合が低下した 25。タミルは移住政策につ
いて，ホームランドのシンハラによる侵食であり，国内的植民地主義であると
して非難した 26。
政府の差別的法制度により，言語的権利，市民権，宗教の自由といった人権
を侵害されたタミルは，その権利を回復するために政府との対話を通じた問題
解決をはじめ，平和的解決への努力を尽くした 27。タミルは政府に対し，自治
権付与または地方分権による地方機関の権限拡大を要求してきた。政府は地方
分権政策，タミルへの自治権の付与，権力分有，タミルの権利保障を含め，融
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和，妥協，懐柔策に度重ねて合意したが，合意はその都度，撤回または廃棄
された 28 。シンハラ主導の 2大政党がライバル関係にある議会において，一
方の政党が約束を実施しようとすると相手方政党が阻止することが繰り返され
た 29。結局，タミルとの協議ではいかなる妥協も実現することはなかった。
タミル社会はセイロン国内において疎外され，言語，教育，土地問題でシン
ハラ社会と対立した 30。そして融和の試みはシンハラによる少数者タミルに対
する暴力，暴動，大虐殺，総力的軍事攻撃を誘発し，1980 年代末には暴動や
反乱が激化した。タミルを標的とするシンハラ集団の犯罪行為に対し，政府
は無策であった 31。そのような政府に対し，タミルは尊厳ある非暴力抵抗運動
(satyagraha)を 35 年間継続した。抑制的であったタミルも，政府の弾圧的政
策により，その多くが政府への信頼を全く喪失し，政府に対する不信と疑惑を
抱くようになった 32。シンハラとタミルとの民族間の対立は深刻になるばかり
で修復不可能になった。
1975 年，武力闘争による独立を掲げるタミル・イーラム解放のトラ
（Liberation Tiger of Tamil Eelam/ LTTE）が結成され，1976 年，タミル統一
解放戦線（Tamil United Liberation Front / TULF）がタミル人の国家（Tamil 
Eelam）の独立を宣言した。
4.6.1.2　紛争解決への試み
1957 年 33，1960 年，1965 年 34，そして 1978 年－ 1980 年，タミル民族政
党である連邦党（Tamil Federal Party/ FP, Ilankai Thamil Arasu Kadchi/ 
ITAK）35 と政権政党であった統一国民党（UNP）との間で自治権を有する
地域評議会（Regional Council）の設置，または県評議会（District Council）
を設置し県を単位とする連邦制国家の創設について合意した。さらに1985年 36，
1995 年 37 そして 1996 年 38 にもタミルへの自治権付与に関して合意した 39。
2005 年，シンハラ UPFA政権はタミルの自治権を認める妥協案を提示したが，
いずれも紛争解決への成果は上げていない。
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1957 年，連邦党と UNPは協定 （Bandaranaike-Chelvanayakam Pact）40
により，地域評議会の設置，民族的少数者州への地域的自治権付与，シンハラ
とタミルとの間の権力分有，タミル語の民族的少数者の言語としての承認等に
ついて合意した。しかし同合意は翌 1958 年，廃棄された 41。
1960 年，県を連邦制の単位とすることについて，連邦党と UNPとの間で合
意があり，1963 年，地方行政の単位は州から県へと移行した。しかし中央政
府にすべての政策決定責任が温存され，地方行政府の権限と責任はより制限さ
れ，地方レベルでの国家活動はむしろ強化された 42。1965 年 43，そして 1978
年－ 1980 年にも，連邦党と UNPとは，同様に県単位の連邦制創設および県
への自治権委譲について合意していた。
1980 年，県開発評議会（district development council）法により，既存 24
県を自治行政の単位とし，県大臣（district minister）を首長とする地方分権
制度が導入された。県開発評議会は選挙で選出された議長および委員で構成さ
れ，県内の工業および農業発展に関する財政事項，地方予算および税収の管理，
福祉文化教育計画を含む立法的権限の委譲が規定された 44。
1981 年，県開発評議会選挙が実施され，同評議会が設置された。北部州ジャ
フナ県では TULF候補者が県開発評議会 10 議席すべてを獲得し，他の 6県に
おいても TULFが評議会議長職を取得し，他のタミル多数県 (ムレイティヴ，
ヴァヴニヤ，トリンコマリー，マナーおよびバッティカロア )では TULFと
政権政党 UNPとの議席数はほぼ互角となった 45。同評議会制度はセイロン・
タミル地域およびシンハラ多数地域では積極的に受け入れられ，分断された民
族間の和解に寄与する仕組みとして期待された。しかし連邦党およびLTTEは，
州を単位とする自治権確立を主張して候補者を擁立せず県開発評議会への参
加を拒否した 46。1985 年，タミルへの分権に関して政権から提案が示された 47
が合意に至らず，県開発評議会は北部州および東部州では機能することなく，
1989 年，同制度は廃止された。
1987 年，インドとの合意（1987 年）に従って行われた第 13 次憲法改正により，
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中央政府から州への権限委譲および州評議会の設置が規定され，州を単位とす
る連邦制に近い制度に移行した 48。第 13 次憲法改正によって付与された州の
管轄権は多種広範に及ぶものとなった。警察および公序，経済計画の策定，州
管轄下の公共事業，交通，農業，土地関連の権利（所有権，借地権，譲渡，使用，
承継的処分等），少年院，更生施設の管理，アルコール飲料の所有，輸送，売
買等が含まれる 49。州評議会は，その権限内でいかなる法も制定することがで
き 50，閣僚会議（Board of Ministers）およびその議長（Chief Minister）は防衛・
安全保障を除き，州の市民生活のすべての側面についてコントロールする権限
を有する 51。これにより州政府は立法，司法，行政権を有する地方自治機関と
なった。以上により第 13 次憲法改正はスリランカ独立後最も急進的な憲法改
正の一つとされる 52。しかし北部および東部州では，州評議会として機能する
ための準備ができたのは 2013 年であった。
1988 年，北部州と東部州とが統合された。同年，州評議会選挙により
北東部州では 71 議席中，タミル民族政党が 53 議席を獲得し 53，州評議会
の設置に漕ぎつけた。ところが 1990 年 3 月，州評議会議長（Annamalai 
Varatharajah Perumal）が一方的に独立を宣言したことから，大統領は北東
部州評議会を解散し，中央政府の直轄地とした。2006 年 10 月，最高裁が北東
部州の統合を違憲と判断したことにより，北東部州統合は解消された 54。東部
および北部州においては 2013 年まで政府による直轄統治状態が続いた。
4.6.1.3　武力紛争終結まで　　
政府とタミル集団との協議による紛争解決が進捗しない一方で，タミル武
装勢力による分離運動は政府軍による武力攻撃という極端な手段を加速させ，
1983 年，LTTEと政府軍とは全面対決となった 55。政府は北部州に非常事態
規則を適用し，非暴力運動を警察および軍隊により鎮圧し，北部タミルを政府
軍の支配下に置いた 56。LTTEは政府軍への対抗措置としてテロ攻撃を頻発さ
せた。
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スリランカ内戦では紛争解決に向けて国際社会は交渉の仲介，国際的経済的
インセンティブ提供等を含め尽力したが奏功していない。インドは 1985 年，
スリランカ政府とイーラム国独立運動グループとの会議を仲介し（於ティン
プー，ブータン），1987 年，インド・スリランカ両国は，タミル領域への自治
権付与等について合意に至った 57。同合意の下でインドは平和維持部隊を派遣
したが，LTTEとの全面戦争に発展した末，インド平和維持部隊は死者 1,200
人の犠牲を払い，1989 年－ 1990 年，撤退した 58。インド軍撤退後，北部州領
域は LTTEが実効的支配する状況になった 59。
2000 年からはノルウェーが仲介役となり，2002 年，「統一スリランカ内部に
おける連邦構造を基礎とする内的自決原則に基づく政治的解決を模索」するこ
とで合意した60。2003年には停戦後の復興開発支援が約束された（東京宣言）が，
同年末，武力紛争が再開した 61。
2009 年 5 月，政府は LTTEを完全制圧したとして内戦終結を発表した。短
い停戦期間を除き，戦闘は 1975 年から 2009 年まで 26 年間続き 62，その死者
は約 29 万人，100 万人が難民となった。死者の多くは一般市民である 63。
4.6.1.4　武力紛争終結後
内戦後の 2013 年 9 月，東部および北部州において州評議会議員選挙が実施
され，北部州ではタミル国民連合（TNA）が 38 議席中 30 議席（80％），統一
人民自由同盟（UPFA）が 7議席，スリランカ・ムスリム会議が 1議席を取得
し 64，タミルを主体とする地方立法機関としての北部州評議会が成立した 65。
2015 年，大統領は北部・東部州知事であった軍出身者を更迭し，新たに元外
交官出身者を任命した 66。同年，インド・タミルが直面する経済発展の遅れを
はじめとする問題に対処すべく，インド・タミル出身議員（Mano Ganesan）
を民族対話担当大臣（Minister of National Dialogue）に任命した。ただし未
経験のため北部州における自治能力は低く，自治は進んでいない 67。
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4.6.2　自決権
4.6.2.1　タミルの主張
タミルは自民族集団を自決権の主体として主張する 68。設立当初，連邦党は
自決権に基づいて連邦制国家の樹立を目指し，TULFもタミル国家の樹立を
目指したが，その後自治権の取得を主張するようになった。LTTEも分離独立
を主張したが，2002 年以降，スリランカ国内でのタミルの自治権確立を選択
肢の１つとした。自決権の根拠として主張しているのはタミルが言語，歴史，
文化的にシンハラとは識別される集団であり，シンハラによる人権侵害，従属
的支配，差別的待遇の被害者であり，スリランカとの統一を拒否したこと等で
ある。
4.6.2.1.1　連邦党
1949 年，連邦党はタミルの自決権に基づき，セイロンを連邦制国家とす
ることを綱領として掲げた。連邦制とする目的は多数派のシンハラ人が主役
となるスリランカ政治からその独自性を守るためであり，その根拠は「タミ
ル語を話す人々が伝統的に占有してきた領土に関する不可譲の政治的自治権
（inalienable right of political autonomy）および自決の原則」である。同党
は次のように「タミル語を話す人民」が自決権を有すると主張する。
セイロン島におけるシンハラ族と同様の古代からの輝かしい歴史が
あり，簒奪しえない古典的遺産および言語の現代的発展をした言語的
実体という事実があり，そして国土の 3分の 1以上を占める確定領域
に生活している。ゆえに，シンハラ族とは識別される自決権の主体で
ある人民を構成する 69。
4.6.2.1.2　タミル政治家
1966 年，タミル政治家（Shanmuganathan）は国連の場でスリランカ代表
として分離権を明白に肯定した。スリランカ政府は一貫して分離権を否定して
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いるので，政府代表の発言としては異例のことであるが，バングラデシュ分離
独立問題に関する審議において以下のように，多民族国家が国家としての一体
性を維持することが難しくなった場合には分離権を認めることができるとする
議論を展開した。
国家に複数の民族集団が存在し，これらの集団が単一の国民国家構
造の中で協調的に生活するのが困難になったとき，極めてまれな場合
ではあるが，分離は正当な権利とみなされる。人民（peoples）が国
家（states）と同義とみなされる場合がありうるのであり，そのよう
な場合，少数者は人民とみなしうる 70。
4.6.2.1.3　タミル統一解放戦線（TULF）
前述の TULF711976 年決議（Vaddukoddai Resolution）はタミルが有する
自決権に基づく独立国家を樹立する権利について，以下のように，タミルがシ
ンハラとは別個の識別される集団であり，同人民の意思に反して英国によりシ
ンハラ王国に併合され，シンハラの従属下に置かれ，その生命および財産が脅
かされており，セイロン独立時にも，1972 年憲法改正時にも，スリランカ共
和国の一部となることを拒否しており，シンハラはタミルの主権を有していな
い，ゆえに所属国家から分離する法的権利があると宣言する。
セイロンは現在は単一国家であるが，歴史的事実，住民の言語，文化，
伝統，精神からすれば，2国家で構成される2民族共有の祖国（common 
home of two nations）である。タミル王国は 1833 年英国によって征
服されるまで，シンハラ王国とは別個の実体であった。英国は多様な
諸王国人民の歴史，伝統および熱望を無視して単一の植民地とした。
1972 年，英連邦内自治領セイロンからスリランカ共和国として完
全な独立共和国となるとき，タミル民族はセイロン国家への統合の意
思を撤回し，スリランカ共和国の一部となることを拒否した。議会で
はタミル人民に選出された19議員のうち15名が憲法改正を拒否した。
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…タミル民族の主権は決してシンハラ民族によって獲得されてはい
ない。（シンハラにはタミル領土主権に関する）法的継続性も（領土
主権取得に関する）タミルの同意もなく，また征服もしていない。国
際法基準により，タミル民族が自決権に基づき，その主権および国家
性の権利を所有し，タミル民族自身によりその憲法を起草し，自らを
統治する権利を有することは疑う余地がない 72。
4.6.2.1.4　タミール・イーラム解放のトラ（LTTE）
LTTEは当初は自決権に基づきスリランカ国家内部にタミルのホームランド
の存在および主権を認めるよう要求したが，政府が拒否したため分離独立闘争
に訴えたと主張する。すなわち，シンハラのタミルに対する人権侵害，従属的
支配，内的植民地化およびジェノサイド的弾圧に対して，タミルは民主的プロ
セスを通じてスリランカの国家の枠内で自決権を認めるように要求したが，ス
リランカ政府はタミルの要求を拒否した，ゆえにタミルは分離独立を獲得する
ために武力闘争に訴えたのであり，この闘争は国際法上正当なタミルの自決権
に基づく民族解放運動であるとする。1997 年，LTTE政治委員会（Political 
Committee）は以下のように表明した。
セイロン独立後，数十年にわたる他民族による支配と抑圧の中で，
タミル民族は，民主的プロセスを通じて，自決権を行使しようと努め
た。スリランカ政府はタミルのホームランドの主張を拒否し，憲法改
正によりタミルの自決の要求を禁止し，その政治的独立への戦いを殲
滅するために全面戦争を開始し，タミルの政治的運命を自由に選択す
るタミルの権利のための闘争を分離主義・テロリズムとして非難し，
訴追した。
タミル人民の不可譲の権利を守るために，LTTEは他民族による支
配に対して武力闘争をしてきたのであり，ゆえに LTTEは民族解放
運動の地位を獲得した 73。
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また自決権の主体に関して，北部および東部州が政府軍の支配下に置かれて
いる状況を根拠として 74，タミルは自決権を有すると主張する 75。
さらに自決権と領土保全との関係に関して，人民の人権，人道および自決権
は国家の領土保全に優先するものであり，従ってタミルの人権を侵害し，人道
法違反の抑圧をしているスリランカには，領土保全の権利はないとする。領土
保全については時代遅れの概念であり，分離は他民族による従属的支配とジェ
ノサイド的抑圧に直面するタミルの自己保存のためには不可欠であるとし 76，
自決は人権および人としての尊厳のような「より高次の大義 (higher cause)」
のために資するべきであり，人種差別的従属的支配，国内での植民地的支配お
よびジェノサイド的弾圧を強行する国家の場合には，既存の国家構造を維持す
るべきではないと主張する 77。
4.6.2.1.5　タミル人権機関
1994 年，タミル情報センター (Tamil Information Centre)は，スリランカ
のタミル人民が自決権の主体であるとする根拠として，政府による言語，教育，
宗教を含む社会的文化的差別政策および政治的経済的無視を指摘する。
スリランカ政府はシンハラ語を唯一の公用語とすることにより，タ
ミル語の重要性を削減し，雇用および教育分野における機会均等を否
定し，スリランカ共和国憲法により仏教を最高位に位置づけたことか
ら，ヒンズー教，キリスト教およびイスラム教を下位においた。
政府の社会的文化的差別政策および政治的経済的無視の継続に直面
し，タミル語を話す人民の要求は 3点に結実した。スリランカ・タミ
ルの民族としての承認，ホームランドの権利の承認および自決権の承
認である 78。
4.6.2.2　政府の主張
歴代政権は一貫して分離権を決して認めない立場を明確にし，分離行為を憲
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法で禁止した 79。政府によれば，憲法その他の基本法に保障された市民的政治
的権利を享受するよう法制度が整備されているので，タミルは外的自決ではな
く国内において内的自決の実行が可能であり，すなわち自決権行使の範囲は既
存の統一国家構造の枠内に限られている，ゆえにタミル国家独立に関するいか
なる主張も，国内法にも国際法にも法的根拠がないとするのである。
国連の場においても，スリランカ政府はきっぱりと分離を否定してきた。
1961 年，スバシンゲ（T.B. Subasinghe）は，自決権を援用した分離の主張を
否定した。
もしも自決が民族を単位とする分離を含むと解釈されるなら，民主
的国民国家構造，ことにアジア・アフリカで樹立された国民国家は崩
壊してしまう。コンゴにおけるカタンガ民族の武力闘争のような分離
運動は，現代の革新的かつ実行可能な国家建設を阻害し，かつ独立を
獲得しようとする国家の進歩への障害となる 80。
同様に 1971 年，アマラシンゲ（H.S.Amarasinghe）は，独立国家における
分離運動を支援するようなことがあれば致命的な先例をつくることになる，と
述べて分離支持に警鐘を鳴らした 81。
1993 年，リヒテンシュタイン提出による自治案（Liechtenstein Initiative）
に関する審議において，スリランカ代表は，民族的，宗教的または言語的集団
の分離を奨励し，かつ武力紛争を支援する集団に正当性を与えるような自決原
則の解釈拡大であるとして同案に反対した。そして国内での自決の進展に重
要な手段となるのは世俗的政府，開かれた（enlightened）社会経済発展政策，
地方分権，自由かつ公正な選挙の実施，社会的政治的言論への寛容と奨励であ
るとの見解を示した 82。
1999 年になると，非植民地化コンテクストを超えた自決権の意味について
言及し，非自治地域および信託統治地域人民による主権国家としての独立達成
によって自決権は終了するものではなく，主権国家の国民も自決権を有するこ
とを受け入れるが，武力闘争およびテロ行為に訴える分離運動は許容しえない
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と主張した 83。同様に分離運動とテロリストとを関連付け，「政治的目的を追
求してテロに訴えるものが，あくことのないテロによって（独立が）最終的に
承認されるという報酬を与えるようなことは，決して許されずまた奨励されて
はならない」84 として分離集団を対テロ戦争における対象として位置づけた。
4.6.3　タミルの意思
セイロン独立以前から紛争終結までの過程で，タミルの意思は一様ではな
かった。独立以前から 1972 年まで，タミルは国家形態の変更と憲法改正とい
うセイロン国家の枠内での改革によるタミルの人権保障を要求していたが，
1976 年には自決権に基づくタミル国家樹立，すなわち分離独立を支持した 85。
その後内戦状態からその終結まで，居住領域の地位に関するタミルの意思を確
認する機会はなかった。
タミルの中には民主的手段により平和裏にタミルの人権回復を追求しようと
する穏健派集団と，武装集団となる過激派が並存した。LTTEは武力闘争によ
り分離独立を目指す過激派を代表する勢力となり，TULFはスリランカの領土
的現状の枠内で制度的改革による紛争解決を目指すようになる。しかし LTTE
も 2002 年の交渉以後，タミルの完全な自治権確立へと妥協の姿勢を見せてい
た。
4.6.3.1　1977 年選挙まで
植民地からの独立を達成するまで，タミル指導者はセイロン国家への統合
を志向していた。1944 年に設立された全セイロン・タミル会議 (All Ceylon 
Tamil Congress/ ACTC)は，タミルがセイロン国民の一部となることを前提
としながら，中央議会での 50％の議席配分を要求し，連邦党は 1952 年総選挙
において連邦国家の創設を主張した 86。1970 年代まで，タミル政治家は分離
独立の主張はせず，国家の領土保全尊重をはっきりと表明しており，統一国家
の枠組内での自治権取得に向けた変革を目指して活動していた。
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ところがシンハラは連邦制には強硬に反対したため，民主的プロセスを通じ
た連邦国家建設の試みは実現しなかった。交渉は行き詰まり，タミルは意義あ
る分権制度も，連邦制も，人権保障制度も獲得することができなかった 87。そ
の結果多くのタミルは既存の政治制度の枠内では利益の実現は困難であり，分
離独立だけがタミルにとって唯一の選択肢であり，民族として存続するための
不可避の手段であると確信するに至った 88。
TULFにはセイロン・タミル，インド・タミルの労働組合，およびほとん
どすべてのタミル政党が参加したことから，広範なタミル集団を一つに束ねる
はじめての組織となった。その TULFが前述のとおり 1976 年，自決権に基づ
く独立国家樹立を宣言し 89，翌 1977 年，同党マニフェストにおいても，タミ
ル独立国家を樹立することを表明したのである 90。
同年，中央議会選挙の運動において TULFがタミル国家樹立を訴えると，
同主張に関するタミル住民の意思が投票結果において確認された。北部および
東部州においては有権者の 86％が投票し，そのうちの 68％が TULFを支持し，
65.9％がタミル・イーラム（タミル民族の国家）独立を主張した候補者に投票
した。ジャフナ半島では TULFは 72％の得票率であった 91。同選挙結果につ
いて TULFは，タミル人民の自決権に基づくセイロンからの分離独立への熱
意が圧倒的多数により示されており，TULFはタミル人民からタミル・イー
ラムとしての独立主権国家の樹立を託されたと主張した 92。また後に LTTEも
同選挙について，タミル人民が自決権を援用し，政治的独立のために戦うこと
を選択した結果とみなした 93。なお，LTTEと政府との間での武力紛争および
反タミル暴動が相次いで発生する 1983 年までは，大多数のタミルは北東部に
おける自治権の取得により問題の解決を求めていたとする見解もある 94。
4.6.3.2　紛争解決プロセス
1984 年，TULFは急進的な分離独立の主張を翻し，目標を自治権獲得へ転
換した。同年，全政党会議（円卓会議）において TULF代表がスリランカ大
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統領に承認するよう訴えたのは分離独立ではなく，スリランカ領土内における
不可分のタミル・ホームランドの存在であった。同会議でも TULFが最も強
調したのはタミル民族の自決権である 95。この自決権の具体的意味は分離独立
ではなく，自治権，言い換えれば自決権の主体としてのタミル民族について，
その居住領域がスリランカ領域内部に他地域とは異なる識別された法的地位を
有する領域として存在する意味と解釈することができる。
1995 年，TULF指導者（V. Anandasangaree）は紛争の解決策として，地
域の連合体 (Union of Regions)と呼ばれる緩い連邦制の国家形態とする案を主
張した 96。TULFは政府の地方分権計画に協調し 97，2007 年にも，紛争の長期
的解決は，インドあるいはスイスをモデルとする，連邦制度の枠内での意味あ
る分権による以外には達成しえないと述べた 98。
2001 年，4 つのタミル政党による連合が LTTEを対政府交渉におけるタミ
ルの代表者とすることで合意すると，2002 年，政府は LTTEの非合法化を解
除し，和平交渉の当事者とみなした。それまで一貫して分離独立を要求してき
た LTTEであったが，2002 年，サタヒップ海軍基地（タイ）における交渉に
おいて，分離に至らない内的自決による解決も選択肢とすることを表明した。
その一方で LTTEは，政府側がタミルの主張する自治権を拒否すれば，政府
の人権抑圧から自集団を解放するために最終手段として分離独立せざるを得
ないと述べた 99。同様に 2003 年，LTTE指導者は地域的自治（regional self-
rule）に関して政府が合意することがなければ，「外国の軍事占領下」100 に置か
れているタミルには独立以外の選択肢はないと述べた 101。2004 年および 2005
年，LTTEは政府との交渉においてタミルの暫定自治機構（Interim Self-
Governing Authority/ ISGA)設置という妥協案を提示したが政府は拒否した
ため，LTTEは唯一の残された選択肢である分離独立を追求せざるをえなかっ
たと繰り返した 102。
内戦長期化の中で先にはタミル国家樹立を掲げる TULFを支持したタミル
の多くも，分離独立は望まなくなったとする見解がある。1983 年以後，政府
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軍は LTTEとの戦いの名の下で，タミル居住領域を爆撃し，タミルが生命財
産を守ることができたのは北部および東部州の LTTE支配地域に限られた。
そのためタミル住民は政府軍の攻撃から生命を守るためには LTTEの支援を
求める外に手段がないという状況から，やむを得ず LTTE支配地域に留まっ
ていたにすぎない 103，とタミルの意思と行動を捉えるのである。
政府と LTTEとの全面的武力紛争により，タミル居住地域での住民投票は
実施されていない。そのためタミル人民は独立国家樹立への熱望を維持し続け
たのか，最終的にその居住領域に関してどのような地位を望んだのか，その意
思は確認されていない。しかし以上の事実からすれば，タミルの一般住民の多
数の意思は，1977 年総選挙の時期を除けば，スリランカ国内における自治権
の取得であったとみることができる 104。
4.6.4　統治機構
4.6.4.1　立法府
1947 年憲法は 2院制の議会および議院内閣制を制定し，上院については任
命議員で構成され（定数 30），下院（定数 101）については直接選挙による選
出議員 95 および任命議員 6で構成されるとした 105。1972 年憲法は，民族的
少数者の権利保障機能を果たしていた上院を廃止し，一院制議会 (National 
State Assembly/ 国民議会，定数 151）とした。定数については 1974 年，151
から 168 に拡大されたが，同案審議の際，タミルおよびムスリムは選挙区ごと
の有権者数の増加は議会における代表者の割合減少につながるとして反対した 106。
1978 年憲法（第二次共和国憲法）107 ではスリランカ議会（Parliament 
of Sri Lanka）と名称変更され，定数 225，そのうち 196 は 22 の地方選挙
区（District）から，29 は全国区からそれぞれ比例代表制により選出される
ことになり，これが現行制度となっている。1978 年憲法による執行大統領制
（Executive Presidency）への移行により，相対的に議会の政治機関としての
機能，影響力は低下した 108。
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4.6.4.2　司法府
司法機関としては上級裁判所として最高裁判所，上訴裁判所および高等裁判
所，下級裁判所として地方裁判所，治安判事裁判所および一次裁判所がある 109。
大統領制への移行に伴い，大統領が最高裁判所，高等裁判所，上訴裁判所の裁
判官を任命している。下級裁判所の裁判官については，最高裁判所の裁判長お
よび 2 人の裁判官から構成される司法委員会が任命する 110。
憲法は司法の独立性を規定するが，司法府が行政府の独裁的な統治を抑制す
る機能を果たしていると言うことはできない。裁判所制度は長年，行政府によ
り干渉されてきた。上級裁判所の裁判官はしばしば検察庁から任用されており，
また最高裁における個別の案件に関して，大統領府からの干渉があり，さらに
裁判官による非倫理的，違法な取引が見逃されてきた 111。大統領の政敵に対
して不当な告発がしばしば行われた。下級レベルの司法機関も行政府に干渉さ
れている。司法機関の独立性を確保する職能を持つのは憲法評議会であり，同
評議会が行政権に対する司法府による抑制機能を担う。にもかかわらず政府は
長期間，憲法評議会委員を任命していない 112。前述のとおり，免除法による
警察および軍隊を含む公務員に関する司法免除措置のため，個人の人権侵害を
救済する機能も果たすことができない。
法廷での使用言語について，1988 年第 16 次改正憲法は，タミル語について
裁判所および議会を含むすべての公共機関で使用される行政語と規定し（同
22 条 1 項），英語，シンハラ語，タミル語の使用を可能とする 113。しかし実際
には，タミル語を使用できる裁判官および通訳の不足によりタミル語を話す被
告については公正な審理を受ける可能性は限られている。タミル語の法律教科
書はほとんど存在しない現状にある 114。
4.6.4.3　行政府
大統領制への移行に伴い，強大な政治権限が大統領に集中した。大統領は議
会に対して責任を負わず，議会を解散する権限がある 115。2001 年第 17 次憲法
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改正において，大統領権限の抑制および監視が図られたが，2010 年，第 18 次
憲法改正により第 17 次改正は無効とされた 116。
4.6.5　政府における代表
4.6.5.1　政府
独立以来，タミルの参政権は否定されていない。行政機関および軍隊等で
の職員採用にあたってはタミルは差別的に扱われた。しかし中央政府機関の
要職にタミルの代表者が就任する機会はあった。司法省の長である司法長官
（Attorney General）としてタミルが任命されることもあった 117。行政府に関
しては歴代政権において，断続的ではあったが，スリランカ・タミルが閣僚と
して任命された。立法府に関しては，タミルは選挙権の行使を通じて中央議会
に代表者を送ることはできた。
4.6.5.2　議会
独立以来，議会では統一国民党 (UNP)および自由党 (SLFP/ UPFA)の 2大
政党のいずれかが政権を掌握してきた。UNP設立当初，党員にはタミルの有
力者も含まれていた。1948 年独立当時，タミル議員は議会において 33％の議
席を有していたが，市民権法施行により多数派シンハラの政治的優位性が確保
された。インド・タミルの選挙権が剥奪された 1950 年には，タミル議員は議会
の 20％に減少し，シンハラは議会での 3分の 2以上の多数議席を取得した 118。
シンハラ主導の 2大政党にはタミルの問題に対応しうる政策は実施することが
できず，タミルはシンハラ主導政権への信頼を失い，タミル民族政党を結成し，
支持するようになった 119。
圧倒的多数のタミル有権者が分離独立の意思を表明した 1977 年選挙結果で
あったが，政府はこの選挙結果を全く無視し，1983 年，第 6次憲法改正により，
憲法に分離独立を禁止する条文を追加した。このようにタミルの意思を政府が
一顧だにしないのを見て，タミルの多くはその後の選挙をボイコットするよう
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になった 120。
4.6.5.2.1　選挙制度
選挙制度改変を通じてシンハラに有利になるように選挙区再編が繰り返さ
れ，中央議会におけるタミルの地位は弱体化した。1989 年以降の選挙では，
比例代表方式により実施されているが，北部州では戦闘の混乱により実質的に
選挙は不可能であった。
1931 年憲法は，他のアジア諸国に先駆けて普通選挙および議会制民主主義
制度を規定し，中央議会に当たる国家評議会（State Council）においては民族
的少数者を含む各共同体の議席（Communal representation）を保障した 121。
しかし1947年憲法は民族的少数者の代表議席保障制度を廃止した 122。1959年，
選挙制度を審議する選挙区画定委員会は，北東部の中部地区にシンハラ多数
地域を組み入れてシンハラ多数の選挙区を編成し，1976 年にも 4選挙区にお
いてスリランカ・タミルの割合が少なくなるような選挙区再編を実施した 123。
インド・タミルが多く居住するプランテーション集落についても，中央政治に
その意思を反映するに十分な議席の割当てはなかった 124。
1978 年，比例代表方式の採用が決定し 125，1971 年の国勢調査に基づき，9
に区分された州を単位とし 1,000 平方マイルごとに 1議席が配分されることに
なった 126。北東部州およびインド・タミル人口の多いプランテーション地域
選挙区については，配分議席数は増加した。市民権法により選挙権を喪失して
いたインド・タミルについては，インドとの交渉により 1980 年代に市民権回
復措置が採られた 127。
比例代表制への移行によるタミル居住地域に配分される議席数の増加とあい
まって，大統領選挙制度改革により，タミル有権者の 1票の価値が高まった 128。
その結果，タミル政党はシンハラ 2大政党 UNPおよび SLEP間のキャスティ
ング・ボートとなる可能性が生まれた 129。
350
－127 （     ）－
4.6.5.2.2　議会におけるタミル
1947 年選挙では，全セイロン・タミル会議（All Ceylon Tamil Congress/ 
TNPF）は 9議席（定数 95，得票率 4.37%）取得し，第 1党となった UNPと
連立して独立時の政権政党となった。全セイロン・タミル会議の同議会に占め
る割合は 7.4%であるが，その他の政党にもタミル議員が所属していた。
1956 年選挙では，言語問題が論争される中で，大多数のタミル有権者はタ
ミル国家独立を主張する連邦党を支持した。選挙結果は連邦党が 10 議席（定
数 95，得票率 5.39%），全セイロン・タミル会議が 1議席（得票率 0.34%）を
取得し，タミル議員の議会に占める割合は 11.2%であった。
1970 年総選挙では，連邦党 13 議席（定数 151，得票率 4.92％），全セイロン・
タミル会議が 3議席（得票率 2.32%）を取得し，タミル議員の議会に占める割
合は 10.6%である 130。
1977 年総選挙において，TULFは選挙マニフェストとしてタミル民族の
自決権に基づきタミル独立国家の樹立を宣言した 131。同選挙では，TULFが
18 議席（定数 168，得票率 6.6％），セイロン労働者会議（Ceylon Workers 
Congress/ CWC）が 1議席（得票率 1.00% ），SLEP所属のタミル議員が 1議
席を取得した 132。議会では UNPが政権政党となった（140 議席）が，TULF
は 18 議席ながら野党第 1党となった 133。殊に北部州ではタミル政党への支持
は圧倒的であり，TULFは同州選挙区に配分された 14 議席すべてを獲得し
た 134。東部州においては，トリンコマリー，バッティカロア，パディルップ
およびポツヴィルで 1議席を獲得した 135。他方，東部州で唯一スリランカ・
タミルが 64％と過半数を占める選挙区バティカロアのカルクダでは TULFは
議席を確保できず，UNP所属のタミル議員が 1人当選した 136。タミル議員の
議会に占める割合は 11.3%である。
1989 年総選挙においては，学生イーラム革命機構（Eelam Revolutionary 
Organization of Students/ EROS) が 13 議 席（定数 225， 得票率 4.11%），
TULFが 10 議席（得票率 3.37%）取得し，タミル議員の議会に占める割合は
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10.2%である 137。
2001 年総選挙においては，TULFを含むタミル国民連合 (ITAK/ Tamil 
National Alliance /TNA)138 が 15 議席（定数 225，得票率 3.89%），イーラム人
民民主党（Eelam People’s Democratic Party/ EPDP）139 が 2 議席（得票率
0.81%），民主人民自由戦線（Democratic People's Liberation Front/ DPLF）
が 1議席（得票 0.19%）を取得し，タミル議員の議会に占める割合は 8%であ
る 140。
2004 年総選挙においては，TULF（TNA）が 22 議席（得票率 6.84%），イー
ラム人民民主党が１議席（得票率 0.27%％），セイロン労働者会議が５議席と
なり，タミル議員の議会に占める割合は 12.4%である。
2010 年総選挙においては，TNAが 14 議席（得票率 2.90%），イーラム人民
民主党が 3議席となり，タミル議員の議会に占める割合は 7.5%である。イー
ラム人民民主党所属 3議員はすべてジャフナ選挙区から当選し，セイロン労働
者会議とともにイーラム人民民主党は UPFAと共闘した 141。
2015 年総選挙に際し，北部東部州を除くインド・タミル 150 万人を代表す
るタミル進歩連合（Tamil Progressive Alliance/ TPA）が結成されたが，選挙
では政党連合統一国民戦線（United National Front/ UNF）と共闘した。選
挙結果は TNAが 16 議席（得票率 4.62％），イーラム人民民主党が 1議席（得
票率 0.30%）を取得し 142，タミル議員の議会に占める割合は 7.6%である 143。
比例代表方式による議会選挙がはじめて実施されたのは1989年144であるが，
比例代表制への移行後も，上記のようにタミルの議会における代表者の割合は
10%前後に留まっている。中央議会に民族的少数者がその代表者を通じて参
加する権利は保障されているが，民族的少数者が人口に占める割合以上の発言
力を持つことは難しい。
このような障害を克服する手段として政党間の選挙共闘や協調による連立政
権への参加が行われた。1947 年選挙では，全セイロン・タミル会議は第 1党
となった UNPと連立して独立後初の議会において政権政党となった。2004
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年総選挙において 1議席取得したイーラム人民民主党議員は連立政権に閣僚
として参加した。セイロン労働者会議は，同選挙では第 2党となった UNFと
共闘した 145。2010 年総選挙においては，セイロン労働者会議とともにイーラ
ム人民民主党は UPFAと共闘し，選挙後に政権政党に参加した 146。2015 年総
選挙においてはタミル進歩連合は選挙で第 1党となった政党連合統一国民戦
線に参加し，タミル進歩連合所属の 2人の議員（P. Thigambaram および P. 
Radhakrishnan）が入閣した 147。
こうして 1947 年―1956 年，1965 年―1970 年そして 1977 年以降，シンハラ
主導の内閣において，1人－ 2人程度のタミルが入閣した。しかし閣僚として
タミルが内閣に参加する場合でも，主要閣僚の地位にも無く，拒否権も無く，
さらに 1978 年以後のような大統領が政策決定を左右する状況では，シンハラ
の意向に反する決定は不可能であろう 148。市民権法成立（1949 年）の際も，
政権にはスリランカ・タミル議員が閣僚として参加していた。同法施行による
インド・タミルの市民権剥奪は大臣職取得の代償と捉えられ，大臣に任用され
たスリランカ・タミル議員は背信者とみなされた 149。
以上のとおり，タミルに参政権は認められていても，シンハラ議員が絶対的
に優勢な議会においては，シンハラ・オンリー政策をはじめとして，タミルを
差別的に待遇しシンハラを有利に扱う政策が進められた 150。ゆえに議会制度
についてはタミルの真の意思が代表者を通じて国の政策に実効的に反映されて
きたとは言い難い 151。
4.6.6　人権
4.6.6.1　法制度
4.6.6.1.1　国際法　
スリランカは 11 本の人権および人道法関連条約―市民的政治的権利に関す
る国際規約（1980 年），女性差別撤廃条約（1981 年），人種差別撤廃条約（1982
年），経済的社会的文化的権利に関する国際規約（1980 年），児童の権利条約
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（1991 年），拷問禁止条約（1994 年），すべての移住労働者とその家族の権利の
保護に関する国際条約（1996 年），市民的政治的権利に関する国際規約の選択
議定書（1997 年），武力紛争における児童の権利条約の選択議定書（2000 年），
児童の売買，児童買春および児童ポルノに関する児童の権利に関する条約の選
択議定書（2006 年），障害者権利条約（2016 年）―を批准または受諾し，強制
失踪者の保護規約に署名した（2015 年）152。また，強制的失踪者保護条約の
早期の批准を約束した（2015 年）153。国際人道法に関しては，1949 年ジュネー
ブ 4条約，1980 年特定通常兵器使用禁止制限条約（CCW）および同議定書 I，
II，IIIおよび IVの締約国となっている。
4.6.6.1.2　国内法
1948 年憲法は，前述のようにすべての共同体の平等を保障する少数者保護条
項（29 条 2 項）を定め，同項に反する法律を無効と規定する（29 条 3 項）こ
とにより，個別の共同体への差別待遇を防止した 154。しかし 1954 年，市民権
法により，また 1956 年，公用語法により同保護条項の有効性は否定された 155。
公用語法はシンハラ語を唯一の公用語として規定し，1958 年，タミル語特別
規則 156 により，タミル語に関しては最高学府を含む教育上の指導言語とする
とともに，裁判所，議会，公務員試験を含む就職活動およびすべての経済的文
化的目的での使用を保障した。
1972 年憲法は，前憲法により民族的少数者に付与された権利をすべて削除
し，集団としての権利を否定した 157 。宗教選択および良心の自由（10 条）並
びに思想，信条および宗教の自由を保障する（15 条）一方で，仏教を最高位
（foremost）と位置づけて仏教の保護を国家の義務とした（6条）。また違憲立
法審査権を廃止し，スリランカ共和国が「単一の国家（Unitary State）である」
と明記した（2条）。言語に関しては，シンハラ語を唯一の公用語として明記し，
タミル語は国民語（national languages）として位置づけた 158。
1978 年憲法は少数者集団に属する個人の権利，使用言語の自由，基本的権利，
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差別禁止，法の下の平等を保障した。国民語としてのタミル語については，行
政，教育等の分野における使用を認める一方で，シンハラ語の唯一の公用語と
しての地位は維持した。
以上のように法律上，人権保障は規定されたが，実際はシンハラ・オンリー
政策により，進学，就職に関して差別的待遇を受け，土地問題でも対立し，経
済的，社会的，文化的不利益を余儀なくされたタミルの中から，政府への抵抗
運動が高まった 159。政府はタミルの運動に鎮圧政策をもって対応した。非常
事態令（1947 年）160 およびその関連法は，人権規定およびルール・オブ・ロー
の適用を除外し，民主的権利，人権および基本的自由の正規の保護を停止する
ことができる。また国家の安全あるいは秩序維持を害する行為の恐れがあるこ
とを理由として，身柄を逮捕し，無期限に拘束し，拘禁場所を公表しないこと
を可能にした。
テロ防止法（1979 年）161 は国家に特別な権限を認めた。すなわち権力濫用
による権利侵害の審査に関する裁判所管轄権を制限し，警察に拘束中の容疑者
に対する広範な権力を与え，分離運動阻止のための国家機関による暴力の使用
を合法化した。また暴力行為による分離推進活動を有罪とし，州知事または
大統領は国家の領土保全および主権が暴力により脅かされる証拠がある場合
には，その事態を即時停止することができた 162。同法の有効期間は発効より 3
年間とする時限法とされた（29 条）が，1982 年法第 10 により，有効期限を撤
廃し，恒久法とした 163。
免除法（1982 年）164 は，文民または軍人にかかわらず，閣僚およびその指
示により同法の執行または公的利益のために誠実に行動した人に対する法的手
続きを禁止するもので，1988 年まで適用された 165。公共安全法（1983 年）166 は，
警察が検視なしに拘束した容疑者を火葬および埋葬することを可能にした。
1983 年第 6 次改正憲法は独立国家樹立への平和的支持表明を含め，分離独
立に関連するすべての行為を禁止した。同法が違法とする行為は，（1）スリ
ランカの国内外において，スリランカ領土内における分離国家樹立の支援，
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支持，発議，助成，奨励または弁護（support, espouse, promote, finance, 
encourage or advocate），および（2）政党またはその他の結社または機構が
分離国家の樹立を目的または目標とすることである 167。
以上の法により，警察には拘束中の容疑者に対する広範な権力が与えられ，
分離独立運動の活動家を裁判せずに長期間拘束し，有罪とすることができ 168，
また州知事または大統領は国家の領土保全および主権が暴動により脅かされる
証拠がある場合には，その事態を即時停止することができ，そのような当局に
よる行為は裁判所による違法審査の対象とはならず，人権侵害の責任が問われ
ることはなかった。
なお言語に関し，第 13 次改正憲法（1987 年）は，タミル語をシンハラ語と
同様に公用語として明記し，第 16 次改正憲法（1988 年）はタミル語をシンハ
ラ語と同様に行政，立法および司法府における使用言語とすることを確認した。
4.6.6.2　人道法違反および人権侵害
前述の非常事態令およびその関連法は，人権侵害の温床となり，政府軍およ
び警察による超法規的，即決，恣意的処刑をはじめ，失踪，法に従わない殺害，
拷問，強姦，性的ハラスメント，性的虐待により，多数のタミル市民が被害者
となった。また裁判を受ける権利，身体の自由等の法の適正手続き，宗教・言
論・出版・表現・報道の自由等の基本的権利および自由は，戦闘行為が行われ
ていない地域を含め，侵害された 169。
人権保障のための国内法制度および国内人権機関の機能には欠陥がある。免
除法により，公務員に関する裁判管轄権が免除されていることから，人権侵害
の加害者への法的責任を問うことが困難となっている。人権侵害問題の調査を
目的として大統領調査委員会をはじめ多数の国内委員会が設置されるが，どの
委員会も有効な機能を果たしていない 170。政府軍および警察による人権侵害に
関し，責任者については不処罰となっており，被害者が裁判で救済を求める手
段は閉ざされており，被害者は救済されず法による正義は実現されていない 171。
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4.6.6.2.1　人道法違反
武力紛争状態の下で，政府軍および警察により国際人道法違反行為が行われ
た。政府軍は病院および人道的施設を含む広範囲を事前の警告なしに空爆し，
クラスター爆弾，白色リン，その他の有毒な化学物質を使用したとの疑惑があ
る 172。政府軍および警察は，国内避難民を含む一般市民に対し，殺害，拷問，
強制失踪 173，強制移動，超法規的処刑等を行った 174。政府は紛争被災者に必要
な生活物資の国際機関による人道支援を拒否し，被災者の生命権および物理的
安全を否定した175。1982年―2000年に行われた政府軍による軍事攻撃について，
タミル団体はこれをタミルに対するジェノサイドとみなすと主張した 176。
　　
4.6.6.2.2　人権侵害
4.6.6.2.2.1　市民的政治的権利
1977 年選挙でのタミル民族政党の躍進，1987 年インド平和維持軍の進駐等
を契機として，シンハラ集団のタミルに対する集団的暴力が繰り返された 177。
シンハラ集団は少数派の宗教的集団等に対して破壊活動，暴力行為や活動妨害
等を行い，民族的少数者の言論・報道・宗教の自由への私人による侵害行為が
多発した。
1987 年―1989 年，反政府武装集団数千人が失踪または法に基づくことなく
処刑され，1990 年代，4万人以上が失踪した。国連の強制失踪に関する作業部
会報告（2014 年）によれば，12,536 件の失踪に関する申立てを含め，違法勾留，
拷問等，数万件の申立てが記録され，大多数の申立てに関し，陸軍，海軍，警
察の政府治安機関の関与を示す証拠が確認された 178。また，政府は市民運動
団体，人権擁護活動家および報道機関に対して政府批判を規制し，報道および
表現の自由を侵害した 179。
なお，市民権法（1948 年）施行の結果生じたインド・タミルの市民権喪失
問題に関してタミル政党は，1947 年憲法はマイノリティの権利保護を認め，
民族的，宗教的少数者に対する差別的立法を禁じており（29 条），市民権法の
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制定は憲法における立法権限逸脱行為であると主張したが，最高裁判所は同法
を違憲とは判断しなかった 180。
4.6.6.2.2.2　経済的社会的文化的権利
スリランカ政府によれば，タミル住民に対する経済搾取は行っておらず，タ
ミル居住地域には公正に経済発展計画を実施してきたとする 181。しかし独立
後，経済開発目的の政府支出のほとんどは南西部のプランテーション，産業，
サービス・セクターおよびシンハラ人口が集中する農業セクターに振り向けら
れており，北部州では政府投資はなされていない 182。1975 年当時，90％の産
業設備はコロンボを含む西部州に設置されており，北部州では 6％，東部州で
は 2％に過ぎない。政府支援の工業団地 40 区画のうち，タミル居住地域には 5
区画のみ，そのうち 4区画は 1950 年代，1区画は 1960 年代に建設されたもの
であり，その後は新設されていない 183。政府出資により建設された北部州ペ
サライ（Pesalai）油田開発施設ではシンハラ 120 人が雇用されており，東部
州の製粉所では従業員451人のうち84％はシンハラである184。農業については，
北部州地域農民による灌漑施設の整備および生産技術の導入等により，収益が
増えたが，1977 年，農産物関税引下政策の影響により，北部州の農家は打撃
を受けた 185。
貧困者 186 の人口に占める割合を見ると，北部，東部州がスリランカ平均値
よりも高い。2009 年―2010 年では，北部州 12.8％，東部州 14.8％，地域別で
はジャフナ（北部州）16.1％，バディカロア（東部州）20.3％，トリンコマリ （ー東
部州）11.7％となっており，スリランカ全国平均は 8.9％である 187。2012 年―
2013 年では，ジャフナ（北部州）8.3%（7.8％改善），バッティカロア（東部州）
19.4％（0.9％改善）および同トリンコマリー 9.0％（2.7％改善），スリランカ
全国平均 6.7％（2.2％改善）である 188。いずれも貧困者は減少したが，北部州
および東部州が全国平均よりも高いことに変化はない。
世帯当たり平均所得（1カ月）については，北部州 23,712 ルピー，東部州
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23,922 ルピーであり，全国平均 36,451 ルピーよりも低い（2014 年） 189。各
州の貧困人口については，中部北州 88,789 人，北部州 113,511 人，東部州
167,837 人，各地域の貧困人口についてはジャフナ 48,268 人，トリンコマリー
33,755 人，バティカロア 100,747 人である（2015 年）190。地域別の貧困率比
較ではバッティカロア（東部州）のマンムナイ西（Manmunai-West）地域が
45.1％で最下位であり，最貧10地域中4地域がバッティカロア県内に位置する。
文化的権利に関連し，就学年数に関する調査（2006 年―2007 年）を見ると，
就学年数が全くない割合は全国平均 4.9％，東部州 6.2％，就学年数 5年以下
については全国平均 26.1％，東部州 36.5％，就学年数 6年―10 年については
東部州 39.3％，全国平均 43.1％，G.C.E.（O/L高校進学資格試験）合格につ
いては東部州 7.3％，全国平均 15.1％，G.C.E.（A/L大学進学資格試験）合格
以上については東部州 7.3％，全国平均 10.6％であり，東部州では全国平均よ
りも就学年数は少ない。なお，北部州については調査ができなかったため数値
記録なしとなっている 191。
大学入試に関しては 1980 年に制度変更され，大学入学平等化のため，地域別
割合を考慮し，経済発展の遅れた地方出身者を優遇する措置がとられた 192。ま
た 1996 年―1997 年，大学理系学部においてタミルの学生定員の割合が引き
上げられた 193。しかし大学合格率については，2012 年度では北部州 56.50％，
東部州 60.61％，全国平均 62.39％，同 2013 年度では北部州 58.56％，東部州
60.72％，全国平均 63.88％となっており，北部および東部州では全国平均より
も低い割合となっている 194。
以上のとおり北部および東部州においては他の地域と比較して経済発展が遅
れ，貧困率が高いことが統計調査から明白である。植民地時代，北部州は高等
教育修了者割合の高い地域であったが，2002 年には経済発展から取り残され
た後進地域となった 195。その要因として政府の差別的政策があり，そのため
に同地域においては開発投資がほとんど行われず，そしてタミルが雇用，教育，
公用語等の制度において不利な地位におかれてきた事実があったと見ることが
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できる 196。
4.6.6.2.3　人権侵害への政府の対応
国内法制度に関連して触れたとおり，スリランカ国内法においては人権侵害
への予防措置が不十分である。タミルを標的とするテロ，暴力行為，放火等の
シンハラによる犯行に対し，政府は取締り，捜査，容疑者の検挙および防止策
を全くとらなかった 197。人権侵害の被害者を救済する手続きの一つとしての
裁判を受ける権利は保障されず，侵害された権利の実効的な救済の道は閉ざさ
れている 198。基本的権利および自由の侵害に関する司法的救済手段として最
高裁への請願制度があるが，　最高裁がタミルに対する重大な人権侵害に関す
る救済の役割を果たすことはなく，また上級裁判所における人権救済に関する
事例はない。その理由として，裁判所において人種，宗教または言語に基づく
差別の存在の証明が困難であること 199，司法が大統領主導の行政に干渉され
ていること等が挙げられる。
スリランカ政府は人権侵害問題に取り組むためとして，10 以上の国内機
関を設立したが，どの機関も人権侵害の申立てを扱うのに十分な権限と能
力がなく，具体的な成果を出していない。1991 年，人権タスク・フォース
（Human Rights Task Force/ HRTF）および非自発的移送および失踪に関す
る独立委員会（The Independent Commission on the Involuntary Removal and 
Disappearances of Persons）が設置され，その後失踪に関連する 4つの大統
領委員会が設置された。いずれの委員会にも多数の申立てが寄せられたが，管
轄権免除法の下で政府軍および公務員に関しては有効に機能を果たすことがで
きず，実際の事実調査はほとんど行われていない。僅かな軍関係者が訴追され
たが，有罪として人権侵害の責任を認めた例はほとんどない 200。
国家人権委員会（National Human Rights Commission）は，拷問，失踪，
恣意的逮捕・拘禁，嫌がらせ等の苦情申立てに関する調査権限を有し，和解，
調停および勧告制度があることから紛争解決の機能が期待された。しかし勧告
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には法的拘束力はなく，人権侵害の法的責任を問う実効的権限はない 201。同
委員会は警察，軍に対する調査に消極的であり，人権侵害の責任者への勧告は
してきたが政府は勧告に従った対策はしていない 202。
2004 年津波被災者のための人道援助に関し，スリランカ最高裁は北部東
部州地域の被災者への支援活動の統括本拠地（Post-Tsunami Operational 
Management Structure/ P-TOMS）として 4地点を指定した 203 が，同決定は
最も被害の大きかったタミル居住地域を除外しており，タミルへの人道支援を
否定したと捉えられた。またスリランカ政府はタミル居住地域でもある最大被
災地への国連事務総長による人道目的の視察の要請を拒否した 204。
4.6.6.2.4　人権侵害への国際社会の対応
国連人権理事会は，殊に内戦の最終局面において国際人権法および国際人道
法の重大な違反が生じたことを重視し，2011 年，事務総長の下に専門家パネ
ルを設置した。同専門家パネルは，国内の政府機関について紛争末期の人道・
人権問題に対処する調査機関としては不十分であると報告した 205。2012 年お
よび 2013 年，同理事会決議は人権法および人道法違反に関連する国家の責任
を確認し，同責任を明らかにするために，独立しかつ信頼性のある調査を行い，
内戦下での戦争犯罪の責任追及を行なうようスリランカ政府に要請した 206。
2014 年，国連人権理事会は国家メカニズムに関して法的責任を問う仕組み
（accountability）を確立できておらず，真実の確認と正義の達成を果たせてい
ないとして，人道法違反捜査のための国際調査メカニズムの設置を勧告した 207。
同勧告に基づき，スリランカ内戦で発生した重大な人権侵害およびその関連犯
罪に関する特別調査団（Investigation on Sri Lanka/ OISL）が国連人権高等
弁務官事務所内に設置され，2015 年，同調査団は調査報告書 208 を提出した。
OISL報告書は市民的政治的権利に関し，スリランカの国家緊急事態宣言発令
に伴い，同国には市民的政治的権利に関する国際規約 9条（身体の自由と逮捕
抑留の要件）2および 3項， 12 条（移動，居住および出国の自由） 1 および 2 項， 
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14 条（公正な裁判を受ける権利）3項，17 条（私生活・名誉および信用の尊重）
1項， 19 条（表現の自由）2項， 21 条（集会の自由）および 22 条（結社の自由）
についての逸脱があると指摘した 209。
国連人権機関はスリランカ国家機関による国際人道法と国際人権法の違反行
為について問題とし，また結社および平和的集会の自由の侵害，司法の独立お
よびルール・オブ・ローへの脅威，並びに人権活動家，弁護士，ジャーナリス
トに対する脅迫および報復に関する申立てがあり，これらについて独立かつ信
頼できる形で調査するよう政府に力説した 210。しかし政府は拘束者に関する
情報を提供せず，また同登録手続きの国際機関による監視も認めていない 211。
米国，英国，カナダ，インドの各政府は，人権侵害の深刻さに懸念を表明
し，戦争犯罪および人道に対する罪に関する国際調査の実施案への支持を表
明した 212。1982 年―2000 年に行われた政府軍による軍事攻撃に関し，国際人
権 NGOである ICGはスリランカ政府にはすべての市民を保護する責任があ
ると主張した 213。
2015 年，スリランカ政府は国連人権機関に対し，人権および国際人道法違
反の調査のための特別な司法メカニズムを設置し，同メカニズムのための特別
弁護団（special counsel）には英連邦その他の外国裁判官，弁護士，権限ある
検事その他の調査員を含めることに同意した 214。2016 年，スリランカ常任使
節がスリランカ政府による人権の扱いを同理事会において報告したが，人権状
況の改善はみられない 215。
4.6.7　国際社会の分離への対応
LTTEによるテロ攻撃の頻発を受け，1998 年，スリランカ政府は LTTEの
活動を非合法化した。米国での 9.11 事件発生（2001 年）を契機とする国際的
な対テロ戦争への潮流の中で，諸国家は国連総会決議 216 に従い，スリランカ
政府の対 LTTE作戦を支援した。2003 年，米国が，続いて 2006 年，EU，イ
ンド，シンガポール等の諸国が LTTEをテロ組織と指定した 217。
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ノルウェーの仲介によるオスロ合意（2002 年）では，統一スリランカ内部
での連邦構造に基礎を置く分権および内的自治による和平達成を確認した。内
戦後の復興開発支援協議の場でも同様に日本，米国，EUは，スリランカの
統一国家としての枠組内で「民族的・地理的均衡に配慮した支援」を約束し
た 218。国連は人権理事会決議（2014 年）において，スリランカの主権，独立，
一体性および領土保全への約束を再確認 219 しており，タミル国家の分離独立
には言及していない。
他方，国連事務総長への専門家報告書は，タミルは政府による差別的政策お
よび抑圧への抵抗運動の中で当初は自治権獲得を主張したが，政府により受け
入れられず，その後分離独立を訴えた 220 として，タミルの主張が自決権に基
づいていることを確認した。当事国スリランカを除き，諸国家もまた国際機構
も，テロ行為は非難するがタミル人民の分離権は明示的には否定していないの
である。
国際社会の一部ではタミル国家の樹立を支持する立場からの議論もある。ス
ウェーデンの研究者（Peter Schalk）は EUに対し，東チモールの発展を考慮
すれば，2003 年，停戦合意のときに国連が介入し，国境線を再編し 2国家を
創設しうる状況であるかどうかをスリランカに問うべきであったと主張し
た 221。米国法曹界，米国議会および英国議会の中でも，タミル国家分離独立
を支持する立場から意見が示された 222。複数の国際 NGOは 1995 年，タミル・
ホームランド建設への支持に関する共同声明を採択した 223。
4.7  小括
以上で検討した事例から以下の点を確認することができる。各紛争当事国に
おいて当該集団に対する差別的政策および待遇が存在し，集団はこれらの差別
と人権侵害からの解放を求めて，自決権に基づき所属国家から分離独立を要求
した。当事国政府は分離の要求を拒否し，分離運動を違法行為とみなして分離
集団を抑圧し，人権を侵害した。これらの人権侵害の規模および深刻さは，セ
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ルビアがコソボ人民に対して行った人権侵害に匹敵する。
いずれの事例においても，結果的に集団は分離独立を達成していない。ウイ
グルの場合を除き，当事国政府と分離集団との間で紛争解決のためのプロセス
が進められ，分離独立に至らずに平和的に紛争を解決しうる手段について協議
され，この過程で集団は分離独立以外の道，すなわち国境線の現状を変更せず
に所属国家内部で集団の権利を保障しうる手段を選択した。
以下，本章の事例研究について救済的分離理論で論じられる２つの要件に
沿ってまとめ，次に各事例に関する国際社会の対応から分離権について考察し
てみたい。
4.7.1  手続的要件―紛争解決手段の完了
コソボ独立宣言の国際法上の合法性に関する ICJ勧告的意見は，事実の経
緯として国連等の仲介による紛争解決プロセスにおいて，関係者はあらゆる可
能性を追求し尽くしたが，コソボの最終的地位に関して当事者双方はいかなる
合意にも達成することができず，独立以外には手段はないとする事務総長特使
の報告書に言及する 224。
紛争当事者間の協議が膠着状態のまま合意形成ができなかったコソボの場合
と異なり，本稿の事例では，各集団は所属国家の領土的現状を維持したまま紛
争を解決することで最終的に妥協した。各集団は自決権に基づき所属国家から
の分離独立を求め，チベットおよびウイグルを除き，武力闘争に訴えたが，紛
争解決の過程で分離独立の要求を放棄し，自治権の確立または連邦制という形
態により問題を解決することで決着した。
ウイグルに関してはその将来の政治的地位について複数の団体が異なる主張
をしており，またウイグル人民の代表者（または代表機関）が現在まで未定で
あることもあり，中国政府と交渉する段階には至っていない 225。チベット代
表と中国政府との間の交渉に関しては 2008 年以降，中断状態となっているが，
交渉の過程でチベットは分離独立から中国主権下の完全な自治へと譲歩した。
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インドネシアに関しては和平交渉の結果，アチェ人民の自治の承認による
紛争解決（2005 年ヘルシンキ和平合意）について，フィリピンに関しては，
MNLFがモロ人民の自治地域の設置（1996 年和平合意）について，MILFが
モロ人民の新たな自治的政治的実体としての地位（2012 年ミンダナオ和平
に関する枠組合意）226 について，ミャンマーに関しては 16 の民族的少数者
集団が連邦の解体禁止および国民的連帯の分断禁止を基本原則とし，連邦制
（federalism）にもとづく連合国家（union）樹立（2015 年全土停戦協定）に
ついて，各当事国政府との間で合意した。タイに関しては BRNがパタニー・
マレー民族の特別行政区創設という自治制度案の受入れを表明した（2013 年）。
スリランカに関しては，TULFはタミルの自治権確立を主張し，LTTEは政府
との交渉過程において分離独立の要求を放棄し，自治権の取得による紛争解決
を受け入れる姿勢を示していた。
4.7.2  実体的要件―重大かつ深刻な人権侵害
コソボ独立宣言事件に関する ICJ勧告的意見は，コソボ独立宣言に至る過
程における重大な人道的状況に言及する 227。本稿での各事例においても，コ
ソボにおける状況に匹敵する政府の分離集団に対する人道法違反および重大か
つ深刻な人権侵害が存在し 228，当事国政府は分離集団の基本的権利および自
由を保障しているとみることは難しい。検討したすべての当事国において，分
離集団に対する差別待遇が存在し，政府は分離運動を弾圧し，集団に対して軍
事力を行使して鎮圧作戦を実施している。武力紛争下では警察および軍隊によ
る人道法違反行為および市民的政治的権利の侵害行為が多発しているが被害者
の救済は全くなされていない。
経済的権利に関しては，当事国の全国平均と比較し，当該集団の居住地域に
おける経済開発は遅れ，発展から取り残されている。インドネシアおよびミャ
ンマーにおいては当該集団の土地が強制収用された。中国，フィリピン，スリ
ランカにおいては当該集団の居住領域への多数民族の移住政策が進められ，当
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該集団の伝統的な生活基盤が脅かされ，また民族語の使用制限を含む文化的権
利が侵害されている。アチェは外国（他民族）による支配，経済的搾取を根拠
として，モロは政府軍による大量虐殺と破壊を根拠として，タミルは他民族に
よる従属的支配の下でその生命および財産が脅かされ，差別的支配を受けてい
ること等を根拠として自決権にもとづく分離独立を主張した。そしていずれの
当事国においても同化政策のもとで当該集団の文化的発展の権利は侵害されて
いる。
4.7.3  国際社会の対応
当事国は分離の要求を断固として拒否し，国家反逆罪またはテロ行為として
分離運動を徹底的に処罰する法的措置をとっている。本稿で事例研究したうち
の３件の当事国が加盟する ASEANは主権および領土保全，そして内政不干
渉原則の尊重を強調してきた。関係国の中には当事国の領土保全の支持を表明
するものもあった。上海協力機構は民族分離主義に対抗して共同で闘うと宣言
した。諸国家は分離紛争を分離独立には至らずに当事国の国境線の現状を維持
したまま紛争を解決する手段を支持している。
国際社会は殊に暴力およびテロ行為を伴う集団の政治的活動に対しては非難
し，同集団の合法性を否定している。けれどもそれは分離権の禁止を意味する
訳ではない。ASEANとしては分離権の禁止は明言していない。モロ民族を支
援した OIC諸国およびマレーシア，そしてスリランカ・タミルを支援したイ
ンド等，分離集団を支援する諸国が存在した 229。また国連においては分離権
を肯定する国家代表の意見も示されていた。上海協力機構の参加国であるロ
シアはアブハジアおよび南オセチアのジョージアからの分離独立を承認した
（2008 年）が，その国家承認を正当化する根拠としたのは分離権である 230。
国連機関は分離をめぐる紛争に関しては，当該政府の集団に対する人権侵害
の側面に焦点を当て，人権機関はこれらの人道法違反および人権侵害を非難し，
侵害行為を控えるよう勧告する決議を採択した。その一方で，重大かつ深刻な
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人権侵害の被害集団が主張する分離権は否定していない。
V　終わりに
国際法は分離権を明示的に認めてはいない。しかし以上から，紛争当事国以
外の諸国家および国際機構は分離権を否定していない事実を確認した。
5.1  自決と自治
紛争解決を仲介した諸国家および国際機構は民族的少数者集団の自治権承認
または連邦制による和解案，すなわち当事国国境線の枠内での紛争解決を提示
した。国際機構および諸国家は集団の自治，連邦制国家への移行，地方分権等，
押し並べて国境線の現状を維持しつつ，いわゆる内的自決による紛争解決を志
向している。
現実には内的自決による解決が合意されても，その実施は容易ではない 231。
たとえ困難および社会的混乱を伴うとしても，領土的現状の維持に基づく解決
手段は当事国の領土保全および主権侵害の問題を回避しうるとともに，集団の
熱望をある程度満足させることが可能である。また国際法は主権国家を基礎
とする法秩序であり，主要な法主体の安定と保全 (integrity)に有利に働く 232。
内的自決による解決手段はこのような国際法理念とも合致する。
万一，国際社会が分離を積極的に支持するようなことになれば，分離運動を
誘発または扇動することになり，主権国家を単位として構成される国際社会は
不安定になり大混乱が予想されることから，現実的ではない。アジア地域以外
でも民族対立をめぐる紛争解決のプロセスにおいて，自治（連邦制を含む）が
有益な道具として採用される機会が増している。しかし分離紛争の解決手段と
して自治を導入することは，まだ法的義務としては確立していない 233。確か
に国際社会は分離紛争においては領土的現状を変更せずに分離集団の自治権が
保障される解決方法を強く支持している。ただしそれにより直ちに分離権を否
定していると言うことはできないであろう。
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5.2  分離権の一般慣習法規性
現在，分離権を否定する理由の 1つとして主張されるのは，国際法上の権利
として確立するために必要とされる国家実行の欠如である 234。分離独立の成
功例が少ないという事実からすれば，慣習法成立の要件とされる分離権を支持
する広範かつ十分な国家実行があるとみるのは難しいかもしれない。しかし分
離による国境線の変更という結果はもたらされていないが，分離権を承認する，
または分離権の存在を前提とする合意文書，国際文書および国内法は多数存在
し，また分離権の存在を黙示的に示す事例も存在する。
分離権の存在を示唆する事例としては，オーランド諸島事件（オーランド諸
島事件報告者委員会報告書，1921 年）235 ，ケベック分離事件（カナダ連邦最
高裁判所諮問意見，1998 年） 236，カタンガ事件（カタンガ人民会議対ザイール，
人および人民の権利に関するアフリカ委員会裁定，1995 年） 237，南部カメルー
ン事件（ケビン・ムガンガ・グンメその他対カメルーン，人および人民の権利
に関するアフリカ委員会裁定，2009 年）238 等，国内の一部集団の分離権につ
いて規定する国内法 239 としては，セント・キッツ・アンド・ネビス連邦憲法
令（1983 年），ウズベキスタン憲法（1992 年），ロシア憲法（1993 年），ガガ
ウジアの特別の法的地位に関する法（1994 年，モルドバ），エチオピア憲法（1995
年），分離に関する手続きを明確にする法（2000 年，カナダ），改正リヒテンシュ
タイン憲法（2003 年）等，分離権を承認または黙認する，あるいは分離権の
存在を前提とする合意文書 240 としては，ベルファスト合意（英国／アイルラ
ンド，1998 年），ブーゲンビル和平協定（パプアニューギニア／ブーゲンビル，
2001 年），スーダン包括的和平合意（スーダン共和国政府／スーダン人民解放
軍 SPLM/SPLA（南部スーダン），2005 年）241 およびエジンバラ合意（英国／
スコットランド自治政府，2012 年） 等を挙げることができる。以上の事例，国
内法および文書は関係国および関係機関が分離権を承認または黙認する広義の
実行と捉えることができる。
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ところで慣習法の成立に関する現代的または進歩的解釈によれば，一貫した
国家実行の蓄積が無くても，慣習法が存在するという国家による十分な信念の
表明があれば，国家実行が相対的に欠如しているという欠陥を補完しうると言
う 242。慣習法の形成に関して国際司法裁判所はニカラグア事件判決において，
非常に強力な法的信念 (opinio juris)が存在すればよく，「広範かつ十分に統一
的（extensive and virtually uniform）」国家実行の存在は必要ではないと述
べた。武力行使禁止原則の場合ではあるが，同判決において裁判所は友好関係
原則宣言のような国連総会決議を国際社会の法的信念が体現された明確な証拠
とみなし，国家実行に関する証拠はほとんど要請していない 243。
これに関連し，国際法協会による慣習（一般）法形成に関する委員会報告書
（2000 年）は，国家による発言（statements)は国家実行の一形態であり，口
頭の行為（verbal acts）も国家実行の形態を構成しうるとする見解を紹介して
いる 244。
分離権を明白に支持する諸国家の意見は，コソボ独立宣言事件に関する ICJ
勧告的意見手続きの過程に存在する。英国，ドイツ，スイス，オランダ，デン
マーク，エストニア，アルバニア，フィンランド等はコソボ人民に分離権が認
められるとする見解を表明し，米国はコソボが分離権の主体であることを示唆
し，またロシア，ルーマニア，およびキプロスはコソボ人民の分離権は否定す
るが国際法における分離権の存在は認めると主張した 245。これらの発言を口
頭の行為とみなすとすれば，分離権承認に関する国家実行と捉えることができ
る。またニカラグア事件判決における視点から見れば分離権の存在に関する実
質的受け入れの表明であり，強い法的信念を示したものとみなすことができる
であろう。
現在，112 カ国がコソボを国家として承認している（2016 年 11 月現在）。そ
の中には ASEAN加盟国であるタイおよびマレーシアも含まれる。コソボ独
立宣言事件に関する ICJ勧告的意見手続過程はコソボを国家承認した法的根
拠について確認しうる機会であったが，上記 2カ国を含め，同手続きに不参加
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であった諸国の承認理由については表明されていない。
第三国がコソボを国家承認することは，承認付与国によるセルビアの領土保
全および領域主権の侵害という国際法違反行為を構成する。この事実からすれ
ば，コソボ人民の分離権否定を前提としてコソボへの国家承認の正当性を説明
することは難しい。コソボについては同人民の分離権を認めた結果，コソボの
分離独立を承認したとするのが最も整合性のある解釈であろう。そのような解
釈をとれば，112 カ国による分離権承認の国家実行と捉えることができる。以
上から，慣習法の進歩的解釈を採れば，分離権は慣習法として形成されている
と解釈することができよう。ただし同解釈は分離権を否定する諸国の存在を考
慮していない。
実際，本稿事例研究での紛争当事国をはじめ，分離権を否定する諸国も多数
存在する。ICJ勧告的意見手続過程においては，アルゼンチン，ボリビア，中
国，セルビア，スロバキアおよびスペインが分離権を否定する見解を示し 246，
これらの諸国はコソボを国家として承認していない。このような諸国の存在を
考慮すれば，分離権は慣習法としては形成途上にあると言うのが適切であろう。
5.3  効果的参加権
友好関係原則宣言自決原則第 7パラグラフは，「領域に属する人民全体を代
表する政府」の存在を国家の領土保全と関連付けて規定する。すなわち同パラ
グラフについて，「領域に属する人民全体を代表する政府」が存在しない場合
には当該国家の領土保全は保護されないと解釈する余地がある。これに関連し，
前述のケベック分離事件およびカタンガ事件においては共に，当事者集団の中
央政府に参加する権利（参加権）の侵害を根拠の 1つとして分離権が主張され
たが，結果的に分離権は認められないと判断された。その理由として当該集団
の参加権が否定されていない事実が指摘された。以上の 2事例からすれば，基
本的人権の重大な侵害に加え，所属国家内部における公的分野において集団の
参加が否定されている場合，分離権が認められる可能性があると解釈すること
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ができる。
本稿で検討した事例では，今日，民族的少数者の中央政府への参加は形式的
には実施されている。議会制度を通じた参加としては，インドネシア，フィリ
ピンおよびスリランカでは植民地統治時代に，そしてタイでは 1933 年には選
挙が実施されていた。しかし当時の制度の下では民族的少数者が代表者を通じ
てその真の意思を中央政府の政策決定過程に反映できたと言うことはできな
い。それが可能になる仕組みが整備されたのは，タイでは1990年代，ミャンマー
では 2000 年以降に実施された選挙制度改革以後である。インドネシアについ
てはヘルシンキ和平合意がすべてのアチェ人民の選挙における完全な参政権の
保障を，またフィリピンについてはミンダナオ和平に関する枠組合意が民主的
参加を認める選挙制度の構築を規定した 247。
ところでスリランカの場合は，タミル代表が中央議会に選出され，またタミ
ル民族政党の連立政権への参加を通じてタミルが内閣の構成員となる機会も多
くあった。そのような状況においてもタミルの意思に反し，民族的少数者を不
当に差別する諸政策が実施された。議会制民主主義の下では原則的に多数決原
理によって意思決定がなされる。そのため相対的少数者が中央政府機関おいて
人口に占める割合以上の発言力を持つことは難しく，少数者の意思は国家の政
策に反映されない。これは議会制民主主義の内在的制約である。
このような制度的欠陥を埋める仕組みとして重視されるようになったのが，
公的生活における効果的参加権である。効果的参加権は「民族的または種族的，
宗教的および言語的少数者に属する者の権利に関する宣言」（国連総会決議，
1992 年）において規定され（第 2条 2 項）248，「民族的少数者の公的生活への
効果的参加に関するルンド勧告」249 として OSCEにおいて採択された文書に
詳細に規定された（1999 年）250。具体的手段としては，(1)中央議会における
民族的少数者の議席割当，(2)民族的少数者の意見を反映するための諮問機関
や協議機関の設置，(3)民族的少数者に関連する事項への民族的少数者の直接
参加，(4)民族的少数者組織による統治事項に関する説明責任や情報公開等に
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よる民族的少数者集団の内部的民主化等が挙げられている。重要なのは，集団
の真の意思が中央および地方の公的な場において反映される仕組みが整備され
ていることである 。
公的生活における効果的参加権の否定が人権侵害と並び，分離権承認のため
の決定的要因になっているのかどうかについては，まだ諸国家および国際機構
の見解は十分に示されておらず，不明確である。
提出年月日　2016 年 10 月 3 日
　　　　　　　　　　　
1　スリランカは1948年，英連邦内の自治領セイロンとして独立した後，1972年憲法により，
国名をスリランカ共和国，1978年憲法により，スリランカ民主社会主義共和国とした。
2　2012年スリランカ統計局国勢調査（“Census of Population and Housing 2012, Number 
and Percentage of Population by District and Ethnic Group,” Department of Census and 
Statistics, Sri Lanka）による。
3　スリランカ・タミルは，居住地域，カーストおよび経済的地位という視点から，北部
州のジャフナ・タミル（Jaffna Tamil），東部州のバッティカロア・タミル（Batticaloa 
Tamil），コロンボ周辺のコロンボ・タミル（Colombo Tamil）という３つの集団に分ける
ことができる（松田哲「スリランカ：連邦党の結成とタミル・ナショナリズム─1956年総
選挙までの展開─」『京都学園法学』第2号2010年34ページ）。本稿では，スリランカから
の分離独立運動および内戦との関連で，より一般的なスリランカ・タミルとインド・タミ
ルの分類方式を用いる。スリランカ・タミルの分布状況については1981年当時では，北部
および東部州に65.0％，シンハラ民族が多数を占める西部および南部の7州に35.0％，首都
コロンボ地区に8.9％であった (A. Jeyaratnam Wilson, “Tribalism and Elites in a Demotic 
State: The Case of Sri Lanka,” in Kenneth Christie, ed., Ethnic Conflict, Tribal Politics : 
A Global Perspective, Richmond, Surrey, 1998, 111)。
4　インド・タミルはスリランカ全人口の5％に相当するが，植民地時代，紅茶プランテー
ションの労働者としてインドから移住させられた人々の子孫であり，スリランカ社会で最
も不利な地位に置かれ，深刻な貧困状況にあった（Commission on Human Rights, Sub-
Commission on the Promotion and Protection of Human Rights, Report on the Sub-
Regional Seminar on Minority Rights: Cultural Diversity and Development in South 
Asia: Narrative of information presented and discussion at the meeting, Kandy, Sri 
Lanka, 21 to 24 November 2004, Asma Jahangir, M.C.M. Iqbal and Soli Sorabjee, E/CN.4/
Sub.2/AC.5/2005/WP.6, para.13）。
5　ムーアはイスラム教徒が多く，アラブ商人の子孫であり，マレーも同様にその大部分がイ
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スラム教徒であるが，出身地が異なる（Wilson, supra note (3),106）
6　バーガーは植民地時代のオランダとポルトガルからの入植者の子孫とされる（Wilson, 
supra note (3),106）。
7　David Feith, “Separatism in Sri Lanka,” in Jean-Pierre Cabestan and Aleksandar 
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11　タミル，シンハラのどちらが先にセイロン島住民であったかについての論争はある
（Nesiah, supra note (9), 59）。
12　スリランカ・タミルはドラヴィダ系（ドラヴィダ語族）の民族で紀元前2世紀中頃（2500
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（インド・ヨーロッパ語族）の民族とされ，シンハラ王国（Kotte and Kandy）領域に居
住した（Nation Tamil, “Salient facts of the history of the Tamils and of the Sinhalese,” 
Thinakaran Daily, 9 November 1995; Amnesty International “Sri Lanka: Wavering 
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